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（まえがき） 

新型インフルエンザ等対策推進会議（以下「推進会議」という。）で

は、新型インフルエンザ等対策政府行動計画（以下「政府行動計画」と

いう。）の改定に向けて、改定の考え方等を整理するため、2023 年９月

から 12月にかけて、○回にわたって集中的に議論を行った。 

 

 推進会議では、委員等からのプレゼンテーションや有識者・関係団体

ヒアリングを含め、新型コロナウイルス感染症対応（以下「新型コロナ

対応」という。）の経験を振り返りつつ、次の感染症危機への備えにつ

いて議論した。 

 

この「新型インフルエンザ等対策政府行動計画の改定に向けた意見」

（以下「改定に向けた意見」という。）では、これまでの推進会議での

議論等を踏まえ、 

（１）政府行動計画の総論部分についての改定の考え方を、「政府行動

計画の改定の基本的な考え方」として整理し、 

（２）併せて、政府行動計画に盛り込む対策の各論について、年明け以

降の推進会議で具体的に議論を深めるべき点を「対策の主要項目

の方向性」 

として整理した。 

 

 政府においては、この「基本的な考え方」や「方向性」を踏まえて、

引き続き推進会議での議論も通じ、来年夏の政府行動計画の改定に向

けて必要な作業を進められることを期待する。 
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第１章 はじめに 

 

（１）新型コロナ対応での経験 

 

（３年超にわたる新型コロナ対応） 

 2019年 12月末、中国武漢市で原因不明の肺炎が集団発生し、2020年

１月には日本国内でも新型コロナウイルス感染症の感染者が確認され

た。 

 

 その後、同月には閣議決定による政府対策本部（新型コロナウイルス

感染症対策本部）が設置され、同年２月には新型コロナウイルス感染症

対策専門家会議の立ち上げや「新型コロナウイルス感染症対策の基本

方針」の決定等が行われた。同年３月には新型インフルエンザ等対策特

別措置法（平成 24年法律第 31号。以下「特措法」という。）が改正さ

れ、新型コロナウイルス感染症を特措法の適用対象とし、特措法に基づ

く政府対策本部の設置、基本的対処方針の策定が行われるなど、特措法

に基づき政府を挙げて取り組む体制が整えられた。 

 

 その後、緊急事態宣言の発出、医療提供体制の強化、予備費による緊

急対応策や補正予算による対策、まん延防止等重点措置の創設等の特

措法改正、変異株への対応、ワクチン接種の実施、行動制限の緩和など、

ウイルスの特性や状況の変化に応じて、社会全体の危機管理として新

型コロナ対応が行われた。 

 

 2023 年５月８日からは新型コロナウイルス感染症を感染症の予防及

び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成 10 年法律第 114 号。

以下「感染症法」という。）上の５類感染症に位置付けることとし、同

日に政府対策本部及び基本的対処方針が廃止された。この間、３年超に

わたって、特措法に基づく対応が行われた。 

 

 今回の新型コロナ対応は、2012年に特措法が制定され、2013 年に政

府行動計画が策定された後、初めてとなる感染症危機への対応であっ

た。 

 

（新型コロナ対応での課題等） 

 今回の新型コロナ対応では、我が国は、感染者数・死亡者数とも他の
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主要先進国と比べても低水準であった。これは、政府行動計画で示して

いる「感染拡大を可能な限り抑制し、国民の生命及び健康を保護する」

という対策の主たる目的を一定程度果たしたものと評価することがで

きる。 

 

 その一方で、こうした国民の生命・健康を保護するための体制の立ち

上げなどには、後述するように、平時からの準備が必ずしも十分ではな

く、また、病原体の変異や対策の長期化を十分に想定しておらず、大き

な混乱を伴うものであったことも忘れてはならない。 

 

 さらに、政府行動計画で示している「国民生活及び国民経済に及ぼす

影響が最小となるようにする」という、もう一つの対策の主たる目的に

関しても、繰り返される強い行動制限を伴う要請や対策の長期化を十

分に想定しておらず、後述するように、対策の実施に当たっては、多く

の課題が見られた。 

 

（新型コロナ対応の課題に対応する法改正） 

 こうした新型コロナ対応における課題については、「新型コロナウイ

ルス感染症へのこれまでの取組を踏まえた次の感染症危機に向けた中

長期的な課題について」（2022 年６月 15 日新型コロナウイルス感染症

対応に関する有識者会議）においても指摘され、これを受け、既に医療

法（昭和 23年法律第 205号）、感染症法や特措法、内閣法（昭和 22年

法律第５号）などの改正が行われている。 

 

 推進会議においても、これらの 2022 年及び 2023 年に行われた法改

正により強化された感染症対策等の内容を前提として、政府行動計画

の改定について議論を行った。 

 

（感染症危機への社会全体としての危機管理の必要性） 

 今回の３年超にわたる新型コロナ対応の経験を通じて改めて強く認

識されたことは、感染症危機が、社会のあらゆる場面に影響し、国民の

生命・健康への大きな脅威であるだけでなく、経済や社会生活をはじめ

とする国民生活の安定にも同時に大きな脅威となるものであったこと

である。 

 

 そして、感染症危機の影響を受ける範囲も、多くの自然災害と異なり、



- 7 - 

特定の地域に住む国民など一部の範囲に限られることはなく、今回の

新型コロナ対応では、すべての国民が、様々な立場や場面で当事者とし

て感染症危機と向き合うこととなった。 

 

 この間の経験は、感染症によって引き起こされるパンデミックに対

しては、社会全体で国家の危機管理として対応する必要があることを

改めて浮き彫りにした。 

 

 そして、次に述べるように、感染症危機は、決して新型コロナ対応で

終わったわけではなく、次なる感染症危機は将来必ず到来するもので

ある。 

 

（２）感染症危機をとりまく状況 

 

  ①次の感染症危機のおそれ等 

 

（高まる感染症危機のおそれ） 

 近年、地球規模での開発の進展により、開発途上国等における都市化

や人口密度の増加、未知のウイルス等の宿主となっている動物との接

触機会の拡大が進んでおり、未知の感染症との接点が増大している。さ

らに、グローバル化により各国との往来が飛躍的に拡大しており、こう

した未知の感染症が発生した場合には、時を置かずして世界中に拡散

するおそれも大きくなっている。 

 

 2003 年には重症急性呼吸器症候群（SARS）の国際的な感染拡大によ

り、新興感染症の脅威が国際的にも強く認識された。その後、2005 年

の世界保健機関（WHO）の国際保健規則（IHR）の改正により、「国際的

に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）」に係る WHOへの通報制度

等の仕組みが強化された。 

 

 その後、WHOが、「国際的に懸念される公衆衛生上の緊急事態（PHEIC）」

を宣言したものとしては、例えば、2009 年の新型インフルエンザ

（A/H1N1）の国際的な感染拡大、2014 年のエボラ出血熱の西アフリカ

における感染拡大、2016 年のジカウイルス感染症の国際的な感染拡大

等が挙げられる。 
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 このように、2012 年の中東呼吸器症候群（MERS）など病原性の高い

感染症が広がる事例も含めて、様々な感染症が国際的に拡大する事態

が発生しており、新たな感染症の出現のおそれは現実の脅威として考

える必要がある。 

 

 さらに、現在でも、高病原性鳥インフルエンザウイルスの鳥からほ乳

類への感染が確認されている。WHOは、本年７月の声明で、鳥よりも生

物学的にヒトに近いほ乳類への感染により、ウイルスがより容易にヒ

トに感染するよう適合するおそれがあると懸念を示している。加えて、

一部のほ乳類においてウイルスが混合するおそれがあり、結果として、

ヒト・動物いずれにとってもより有害なウイルスの出現につながるお

それもあると警戒を促している。 

 

 引き続き世界が、新興感染症等の発生のおそれに直面していること

や、感染症危機が広がりやすい状況に置かれていることを改めて認識

する必要がある。 

 

 こうした新興感染症等の発生時期を正確に予知することは困難であ

り、また、発生そのものを阻止することは不可能である。このため、い

かに事前に感染症危機に備え、より万全な体制を整えるかということ

が、対応するための重要な視点となる。 

 

（パンデミック予防など） 

 また、既知の感染症であっても、特定の種類の抗微生物薬が効きにく

くなる又は効かなくなる薬剤耐性（AMR）を獲得することにより、将来

的なパンデミックのリスクにつながりうるものもある。こうした AMR対

策の推進など、日頃からの着実な取組により、将来的なパンデミックの

リスクを軽減していく観点も重要である。 

 

 パンデミックを引き起こす病原体として人獣共通感染症であるもの

も想定される。パンデミックを予防するためにも、「ワンヘルス」の考

え方により、単にヒトの病気等に着目するだけではなく、ヒト、動物、

環境の分野横断的な取組が求められる。ワンヘルス・アプローチの推進

により、人獣共通感染症に対応することも重要な観点である。 

 

 こうした観点からは、平時からこれらパンデミックの予防につなが
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る取組を進めるとともに、感染症危機に備えた体制を整え、新興感染症

等の早期探知、速やかな初動対応を行うことが重要となる。 

 

（感染症対応での国際連携の重要性） 

 感染症の情報収集や対応に当たっては、国際的な連携の重要性がま

すます増していることに留意が必要である。 

 

 さらに、現在、新型コロナ対応の経験も踏まえ、WHOではパンデミッ

クの予防、備え、対応に関する国際文書を策定するための政府間交渉会

議が設置され、新たな法的文書の作成に向けた議論や、IHRの改正に向

けて議論が行われている。こうした昨今の感染症危機対応の国際的な

動向にも目配りが必要である。 

 

 特に、感染症対策では、各国が積極的に貢献し、国際社会の一員とし

ての役割を果たすことが、国境を越えて拡大する感染症に立ち向かう

国際社会の利益となるのみならず、自国における感染症との戦いを有

利にするものである。我が国が先進諸国と連携を図り、また、開発途上

国への国際協力等を通じて国際社会へ貢献するための施策を講じてい

くことが重要である。 

 

 また、研究開発の観点からも国際的な連携は欠かせないものである。

例えば、2021 年の G7 サミットで提案された「100 日ミッション計画

（100 Days Mission）」のように、感染症危機の発生後速やかに診断薬、

治療薬、ワクチンなどを迅速に開発するための国際連携の取組が行わ

れている。国際的な連携を行いながら迅速な研究開発を可能とし、こう

した国際連携による取組が円滑に進められるよう、医薬品、医療機器等

の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和 35年法律第 145

号）をはじめとする関連する諸法令等に基づく手続の簡素化や迅速化

等の余地がないかを検討することも求められる。 

 

  ②新たな技術の活用 

 

 引き続き、新興感染症等の発生のおそれがある一方で、対応を行う上

で有用な様々な技術革新や技術の活用も進んでいる。 

 

 その代表的なものとしては、例えば、ワクチンにおける技術革新が挙
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げられる。今回の新型コロナ対応で用いられたワクチンには、mRNA（メ

ッセンジャーRNA）といった新たな技術が使用され、従来の技術に比べ、

極めて短い期間でワクチンが開発された。これにより、世界中でワクチ

ン接種が進められ、重症化予防等の効果により、対策に当たって大きな

役割が果たされた。 

 

 さらに、近年取組が進みつつある DX（デジタル・トランスフォーメ

ーション）の推進も、感染症危機管理においては、迅速な感染症の発生

状況等の把握、情報共有など業務負担の軽減において大きな可能性を

持っている。特に、感染症対策では、急激に感染拡大が進む場合に取り

扱う情報の量が増え、これにより業務量等が飛躍的に増大する。このた

め、医療 DXの推進による業務の効率化が強く期待されている。 

 

 我が国においても、今回の新型コロナ対応において、これまで感染症

対策に十分用いられていなかった技術が新たに用いられたことも注目

される。例えば、スーパーコンピュータ「富岳」を用いた感染経路など

のシミュレーション、携帯電話データ等を用いた人流データの分析な

ど、新たな取組が試みられた。また、従前よりポリオウイルスで活用し

ていた下水サーベイランスについても、新型コロナウイルスへの活用

が試みられた。 

 

 このように新たな技術革新や既存技術の感染症対策への活用も進ん

でおり、感染症危機管理においては、新たな技術を用いた医薬品開発や

DX をはじめとする近年の技術革新も踏まえて、対応を検討することは

極めて重要である。 

 

（３）感染症危機に対し強靭な社会の構築に向けて（目指す姿）～３つ

の目標～ 

 

 直近の新型コロナ対応の経験を踏まえ、また、次なる感染症危機がい

つ訪れるか分からない中で、感染症危機が発生した際に、われわれが目

指すべき姿はどのようなものかを改めて考える必要がある。 

 

 推進会議において議論を積み重ねる中で、感染症危機対応を行うに

当たっては、感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた、感染

症危機に強くてしなやかに対応できる社会とするためには、 
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 ①感染症危機に対応できる平時からの体制づくり 

 ②国民生活・社会経済活動への影響の軽減 

 ③基本的人権の尊重 

の３つの目標を実現する必要があるとの見解で一致した。 

 

①感染症危機に対応できる平時からの体制づくり ～情報収集・共有・

分析の基盤となる DXの推進をはじめとした平時の備えの充実と訓練に

よる迅速な初動体制の確立～ 

 

 具体的には、「①感染症危機に対応できる平時からの体制づくり」の

目標を実現するためには、 

 ・感染症危機への平時からの備えの充実、備えの維持と、その結果

としての有事における迅速な初動体制の構築 

 ・感染症危機時における国と地方や自治体間における連携体制を含

むガバナンスの構築 

 ・訓練を通じた不断の点検・改善 

 ・国と地方、行政と医療機関との間の情報収集・共有・分析の基盤

となる DXの推進、人材育成など対応能力の強化 

 等を目指した取組を進める必要があること。 

 

②国民生活・社会経済活動への影響の軽減 ～バランスを踏まえた対

策と適切な情報提供・共有～ 

 

 「②国民生活・社会経済活動への影響の軽減」の目標を実現するため

には、 

 ・情報提供・共有による国民の理解の増進等 

 ・国民生活や社会経済活動への影響の軽減 

 ・身体、精神、社会的に健康であることの確保 

等を目指した取組を進める必要があること。 

 

③基本的人権の尊重 ～行動制限を最小限にしつつ差別・偏見を防ぐ

～ 

 

 「③基本的人権の尊重」の目標を実現するためには、 

 ・行動制限など国民の自由と権利への制限は必要最小限に行う 

 ・感染症についての差別・偏見を防ぐ 



- 12 - 

 ・患者や家族の安心、医療関係者の安心を確保できる社会 

 ・社会的弱者への配慮 

 ・感染症による社会の分断はあってはならない 

等を目指した取組を進める必要があること。 

 

 こうした３つの目標が実現できるよう、政府行動計画の改定を行う

ことが必要である。 
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第２章 新型コロナ対応における課題 

 

 政府行動計画の改定は、実際の感染症危機対応で把握された課題を

踏まえ、次の感染症危機でより万全な対応を行うことを目指して対策

の充実等を図るために行われるものである。今般の新型コロナ対応で

の課題を振り返りながら検討を進めることが重要なゆえんである。 

 

 このため、推進会議でも、委員等による議論に加え、医療・保健、地

方自治体、社会・経済、情報提供・共有、リスクコミュニケーションな

どのテーマに沿って、委員等からのプレゼンテーションや、有識者・関

係団体等からのヒアリングを実施し、新型コロナ対応での課題や次の

感染症危機に向けての対応について意見聴取を行った。 

 

 こうした新型コロナ対応の振り返りの中から浮かび上がった課題を

大きく整理すると、 

 ①平時の備えの不足 

 ②変化する状況へのより適切な対応に関する課題 

 ③情報発信の課題 

であり、順次これらの課題を検討する。 

 

（１）平時の備えの不足 

 

 平時からの備えの代表例である政府行動計画では、2009 年新型イン

フルエンザ（A/H1N1）の経験も踏まえて、主として新型インフルエンザ

を想定した前提で対策が作られていた。このため、新型コロナウイルス

などインフルエンザウイルスに比べ短い期間で変異を繰り返す病原体

による感染症危機に対して想定がなされていなかった。 

 

 また、感染症危機への対応の中で重要な役割を果たす、検査体制や医

療提供体制などの対応体制の立ち上げについて、今回、相当な困難があ

り、速やかには整わなかった。また、ワクチン接種体制の立ち上げ、ワ

クチン配付なども混乱を伴うものであった。これらの対応体制は、その

時々の状況に応じた政策決定や現場の関係者の努力により順次体制整

備が図られたものの、平時からの備えが必ずしも十分でなかったこと

が大きな課題として挙げられる。 
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 感染症法や特措法等に基づき各地域で実際に対応する都道府県等と

の連携でも、国からの情報共有や特措法運用に当たって、問題があった

との指摘もあった。実際の感染症発生時での運用を見据え、平時から国

と地方自治体との連携体制を十分準備しておくことも課題である。 

 

 中長期的な取組が必要な感染症危機に対応する専門人材等の確保や

育成等についても、2009 年新型インフルエンザ（A/H1N1）への対応以

降、十分に進んでおらず、結果として、人材不足の状況で今回の新型コ

ロナ対応を余儀なくされたことも、平時からの備えの欠如とも言うべ

きものである。 

 

 また、未知なる新たな感染症の脅威に対抗するには、研究開発能力の

平時からの底上げが欠かせない。アカデミアの感染症研究への関心を

高めるとともに、有事において医薬品開発等を迅速に進めるための研

究開発への平時からの投資を高めることが重要である。 

 

 加えて、政府行動計画に盛り込まれた対策の内容が関係者に十分に

浸透していたかには疑問がある。また、政府行動計画の内容も活用して

実践的な訓練により事前の備えの点検・改善を行うことも、十分な取組

が行われていたとは言えない。 

 

 また、デジタル化が進んでいない状況により、迅速な感染症の発生状

況等の把握、流行状況の情報収集・分析及び情報共有などが難しく、保

健所や医療機関等の業務負担を大きくした。そうした状況の中で、例え

ば、医療機関等情報支援システム（G-MIS）の導入をはじめ新たなシス

テムを開発することでこれらの課題に対応したことは評価されるべき

であるが、平時からの備えが不足していたことは否めない。 

 

（２）変化する状況へのより適切な対応に関する課題 

 

 政府行動計画では、2009 年新型インフルエンザ（A/H1N1）の経験も

踏まえて、主として新型インフルエンザを想定した前提で対策が作ら

れていた。しかしながら、短い期間での高頻度のウイルスの変異を想定

しておらず、また、対策が長期化した場合の想定も十分ではなかった。 

 

 これまでの政府行動計画では感染拡大が複数回にわたって起こるこ
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とを想定していなかったため、対策の切り替えを柔軟かつ適切に行っ

ていくことを難しくした。 

 

 状況の変化に合わせて対策の切り替えを行うに当たっては、可能な

限り科学的知見に基づき判断をしていく必要があるが、情報収集や分

析、それに基づく判断を行う体制やプロセスが十分に整理されていな

かった。このことが、対策の切り替えについて、国民からの理解や納得

を得ることを難しくした。 

 

 また、感染拡大防止と社会経済活動とのバランスについては、感染状

況、病原性、ワクチン接種の普及などの状況の変化に合わせて調整して

いく必要がある。しかし、このことが政府行動計画には記載がなく、そ

の結果、対策のあり方についての関係者のコンセンサスの形成や、対策

に当たって留意すべき国民生活や社会経済活動に関する事項などにつ

いて整理が十分になされなかった。 

 

（３）情報発信の課題 

 

 感染症対策に当たっては、可能な限り科学的根拠に基づき、国民に対

する感染拡大防止のための情報発信や流行状況等の情報共有を行う必

要があるが、情報発信や情報共有の体制や方法などが事前に十分に準

備されていなかった。 

 

 科学的知識については、感染症危機が本質的に不確実性をはらんで

いる「作動中の科学」であり、エビデンスのレベルにも濃淡があるもの

である。エビデンスが不十分な場合等であっても対応を行う必要があ

ることなどについて、国民に対して十分に伝え切れていないことが、対

策への理解や行動変容が十分なされなかったことにつながったと考え

られる。 

 

 特に、強い行動制限を伴う対策を行う場合は、対策の意図や行う期間、

見通しなどを、制限を受ける者の状況やその関心事項等にも配慮しな

がら伝えるなど、対策への理解の増進を図る必要があったが、国民の理

解につながる情報発信や流行状況等の情報共有の工夫が十分なもので

あったかという点については課題が残る。 
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 感染症の発生初期には、新型コロナウイルス感染症は気を付けてい

ても誰でも感染する可能性があることへの理解の不足などから、感染

者やその家族、感染者の所属機関に対する誹謗中傷がなされるととも

に、医療機関などで新型コロナ対応を行う医療従事者やその家族まで

も差別・偏見を受けた。これは、これらの方々への人権侵害であるとと

もに、必要な検査を受けることを避けることにもつながりかねず、また、

医療提供体制を担う医療従事者の士気の維持の観点などからも、問題

である。このほか、介護従事者、学校関係者、都道府県を跨いで移動す

る運送事業者等に対する差別・偏見も発生した。 

 

また、これまでも SARS等の様々な感染症の流行時には感染症への不

安や恐怖から憶測・偏見・デマ等の発生が見られた。新型コロナウイル

ス感染症についても、多くの誤情報やフェイクニュースなどの偽情報

が流通するとともに、さらに誤情報や偽情報が SNS（ソーシャル・ネッ

トワーク・サービス）によって増幅されるなど、改めて課題として認識

された。 
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第３章 政府行動計画の改定について 

 

Ⅰ．政府行動計画の意義等 

 

（１）政府行動計画の位置付け・意義 

 

（特措法や行動計画の制定の経緯） 

 特措法が制定される以前からも、我が国では、新型インフルエンザに

係る対策について取り組んでいた。2005年には、WHO世界インフルエン

ザ事前対策計画」に準じて、「新型インフルエンザ対策行動計画」を策

定して以来、数次の部分的な改定を行った。 

 

 2009 年の新型インフルエンザ（A/H1N1）対応の経験を経て、病原性

の高い新型インフルエンザが発生し、まん延する場合に備えるため、

2011年に新型インフルエンザ対策行動計画を改定した。 

 

 併せて、この新型インフルエンザの教訓を踏まえつつ、対策の実効性

をより高めるための法制の検討を重ね、2012 年４月に、病原性が高い

新型インフルエンザと同様の危険性のある新感染症も対象とする危機

管理の法律として、特措法が制定された。 

 

 2013年には、特措法第６条の規定に基づき、「新型インフルエンザ等

対策有識者会議中間とりまとめ」（2013年２月７日）を踏まえ、政府行

動計画を策定した。 

 

 政府行動計画は、新型インフルエンザ等対策の実施に関する基本的

な方針や国が実施する措置等を示すとともに、都道府県が都道府県行

動計画を、指定公共機関が業務計画を作成する際の基準となるべき事

項等を定めており、病原性の高い新型インフルエンザ等への対応を念

頭に置きつつ、発生した感染症の特性を踏まえ、病原性が低い場合等

様々な状況で対応できるよう、対策の選択肢を示すものとされた。 

 

 2017 年に、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄目標量の変更に伴う

一部改定が行われて以降、政府行動計画は見直されていなかった。 

 

（特措法の対象となる感染症） 
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 特措法の対象となる感染症は、全国的かつ急速にまん延し、かつ、病

状の程度が重篤となるおそれがあり、また、国民生活及び国民経済に重

大な影響を及ぼすおそれがあるものであり、具体的には、 

 ①新型インフルエンザ等感染症 

 ②指定感染症（※当該疾病にかかった場合の病状の程度が重篤であ

り、かつ、全国的かつ急速なまん延のおそれのあるもの） 

 ③新感染症（※全国的かつ急速なまん延のおそれのあるもの） 

である（特措法第２条）。 

 

（政府行動計画と基本的対処方針の関係） 

 政府行動計画と基本的対処方針の関係は、改めて整理すると、 

①実際に感染症危機が発生し政府対策本部が設置された場合（いわゆ

る「有事」）には基本的対処方針を策定の上対応を行うこととなる

ため、平時の備えとしての政府行動計画は、想定される有事におい

て適切な対応を行うための様々な対策の選択肢（メニュー）をまと

めた計画として、十分にきめ細やかな対応項目を設けるとともに、

未発生期及び海外発生期における事前準備としての対策を充実さ

せておくことが重要であること。 

②有事においては、政府行動計画の様々な対策の選択肢（メニュー）

を参考に、感染症の特性や科学的知見に応じた基本的対処方針を速

やかに作成するものであること。なお、基本的対処方針に記載する

対策は、政府行動計画に記載されたメニューに限られるものではな

い。 

③感染症危機が終息し、政府対策本部が廃止された後、実際に有事に

生じた事象や基本的対処方針に基づき講じた対策を十分に振り返

った上で、次の有事に備え、政府行動計画を見直し、平時における

準備を整理・拡充していくことが重要であること。 

という関係に立っているものである。 

 

 このため、次のようなサイクルを踏まえて、政府行動計画の見直しの

議論を進めることが重要である。 

 ①平時の備えとして、政府行動計画については、想定される有事にお

ける対応の事前準備として、平時の記載を充実させておくことや、

定期的にフォローアップを行い、実効性を高めることが重要であ

ること 

 ②実際に感染症危機が発生した際は、ウイルスの特性等に応じて、政
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府行動計画のメニューを参考に、基本的対処方針を作成すること

（※基本的対処方針が作成されるまでの初動対応については、「新

型インフルエンザ等発生時等における初動対処要領」（令和５年９

月１日内閣感染症危機管理監決裁）に基づき対応） 

 ③感染症危機の終息後は、実際に有事に生じた事象等を踏まえ、政府

行動計画の見直しを行うこと 

  

 こうした一連のプロセスに照らすと、現在われわれが置かれている

段階は、まさに今般の新型コロナ対応を振り返りながら、政府行動計画

の充実のための議論を行い、次に向けて備える段階である。 

 

 また、政府行動計画のほか、関連文書として「新型インフルエンザ等

対策ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）が定められている。

これは、各分野における対策の具体的な内容・実施方法、関係者の役割

分担等を示したものである。推進会議における議論等も踏まえながら、

政府行動計画の改定に合わせて、速やかにこれらガイドラインについ

ても必要な見直しを進めていく必要がある。 

 

（２）内閣感染症危機管理統括庁を司令塔組織とした体制 

 

（統括庁設置の意義） 

 次の感染症危機に対応する政府の司令塔機能を強化するため、2023

年９月に内閣感染症危機管理統括庁（以下「統括庁」という。）が設置

された。 

 

 統括庁は、平時には特措法に基づく政府行動計画の策定等を、有事に

は政府対策本部の事務を担う、感染症対応に係る総合調整を平時・有事

一貫して一元的に統括する組織として、感染症危機管理における極め

て重要な役割を担っている。 

 

 有事に備え、統括庁においても、平時からの訓練や研修の実施等を通

じて、感染症危機管理の対応能力の向上を日々図っていくことが強く

期待される。 

 

（厚生労働省をはじめとする関係省庁との連携） 

 統括庁は、平時及び有事を通じて、感染症対策部をはじめとする厚生
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労働省との密接な連携等、関係省庁との一体的な対応が確保される体

制を構築することが重要である。 

 

（新設の国立健康危機管理研究機構との連携） 

 統括庁は、新設の国立健康危機管理研究機構（以下「機構」という。）

とも密接に連携し、感染症危機管理に係る質の高い科学的知見の提供

を機構から常時・迅速に受ける体制を構築することが重要である。 

 

 政府行動計画の改定に当たっては、統括庁は、2025 年度以降に創設

される機構との関係性を見据えながら、厚生労働省をはじめとする関

係省庁との連携による感染症危機管理の体制が平時から強化されるよ

う、対策内容を検討することが重要である。 

 

（地方自治体等との連携） 

 国と地方自治体等の連携を強化していくことが重要であり、新型コ

ロナ対応等に係る地方自治体等の好事例について全国的に展開してい

くことをはじめとした取組が求められる。 

 

Ⅱ.政府行動計画の改定の基本的な考え方（総論） 

 

（１）平時の備えの整理・拡充 

 

 政府行動計画の改定の基本的な考え方の第一は、「平時の備えの整

理・拡充」である。 

 

 次の内容を政府行動計画に適切に盛り込むことで、感染症危機への

備えをより万全なものにしていくことが強く求められる。 

 

（有事に行うべき対策の共有とその準備の整理） 

①政府行動計画の改定に当たっては、近い将来に必ず起こり得る次の

感染症危機において行うべき対策を関係者間で共有しながら、その

実施のために必要となる準備を政府行動計画に位置付けていくこ

と。 

 

（初発の感染事案の探知能力の向上と迅速な初動の体制整備） 

②初動対応については、未知の感染症が発生した場合や感染症が国内
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で発生した場合も含め様々なシナリオを想定し、初発の探知能力を

向上させるとともに、初発の感染事例を探知した後速やかに政府と

して初動対応に動き出せるように体制整備を進めること。 

 

（関係者や国民への普及啓発と訓練等を通じた不断の点検・改善） 

③感染症危機は必ず起こり得るものであるとの認識を広く感染症対

策に携わる関係者や国民に持ってもらうとともに、次の感染症危機

への備えをより万全なものとするために、多様なシナリオや実施主

体による訓練の実施等を通じて、平時の備えについて不断の点検・

改善を行うことが重要であること。 

 

（医療提供体制、検査体制、ワクチン・治療薬・診断薬などの研究開発

体制、リスクコミュニケーションなどの備え） 

④感染症法や医療法等の制度改正による医療提供体制の平時からの

備えの充実をはじめ、新型コロナ対応の経験を踏まえ、有事の際の

速やかな対応が可能となるよう、検査体制の整備、ワクチン・診断

薬・治療薬等の研究開発促進体制、リスクコミュニケーション等に

ついて平時からの備えを重視した内容を政府行動計画に充実させ

ること。 

 

（負担軽減や情報の有効活用、国と地方の連携等のための DXの推進や

人材育成等） 

⑤保健所等の負担軽減、医療関連情報の有効活用、国と地方自治体の

連携の円滑化等を図るための DX（デジタル・トランスフォーメーシ

ョン）の推進のほか、人材育成、国と地方自治体等の連携、研究開

発への支援、国際的な連携等複数の対策項目に共通する横断的な視

点を位置付けること。 

 

（２）有事のシナリオの再整理 

 

 次に、「政府行動計画の改定の基本的な考え方」の第二は、「有事のシ

ナリオの再整理」である。 

 

 次の内容を政府行動計画に適切に盛り込むことで、感染症の種類や

感染の波の違い等に幅広く対応できるようにしていくことが強く求め

られる。 
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（過去の経験を前提としない幅広い感染症危機を想定したシナリオ） 

①感染症の種類や感染の波の違い等に幅広く対応できるシナリオと

して、以下（ア）～（エ）を盛り込むこと。 

 

（ア）特定の感染症や過去の事例のみを前提とするのではなく、新型

インフルエンザや新型コロナウイルス以外の新たな呼吸器感染

症等が流行する可能性を想定しつつ、病原体の性質に応じた対策

等についても考慮すること。 

 

（イ）病原体について限られた知見しか明らかになっていない発生初

期の段階では、感染拡大防止を徹底し、早期の収束を目標とする

こと。 

 

（ウ）科学的知見の集積による病原体の特性の把握、検査や医療提供

体制の整備、ワクチン・治療薬の普及等の状況の変化や社会経済

等の状況に合わせて、適切なタイミングで、柔軟かつ機動的に対

策を切り替えることを基本とすること。 

 

（エ）病原体の変異による病原性や感染性の変化やこれらに伴う感 

染拡大の繰り返しや対策の長期化の場合も織り込んだ想定とす

ること。 

 

（リスク評価に基づく対策） 

②平時からの準備に資するよう、病原体の病原性や感染性等のリスク

評価の大括りの分類を設け、それぞれのケースにおける対応の典型

的な考え方を示し、その上で、柔軟な対応が可能となるよう、対策

の切り替えについては個別の対策項目の部分でそれぞれの項目ご

とに具体的な対策内容の記載を行うこと。 

 

（予防・事前準備の計画と発生後の対応の計画による構成） 

③政府行動計画の個別の対策項目については、予防や準備等事前準備

の計画の部分と、発生後の対応のための計画の部分に大きく分けた

構成とすること。 

 

（有事のシナリオの考え方） 
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④感染症の種類や感染の波の違い等に幅広く対応できるシナリオを

検討する際には、以下の（ア）から（エ）までの時期ごとの対応の

特徴も踏まえながら、感染症危機対応の大きな流れを想定すること。 

 

 （ア）封じ込めを念頭に対応する時期 

国内での感染症発生の初期段階には、病原体の特性について限ら

れた知見しか得られていない中で、他国における感染動向等も考慮

しつつ、まずは封じ込めを念頭に対応する（※この段階で新型イン

フルエンザであることが判明した場合、抗インフル薬・プレパンデ

ミックワクチン等の対応を開始し、検査・診療により感染拡大防止

を図ることができる可能性があることに留意）。 

 

 （イ）病原体の特性等に応じて対応する時期 

感染の封じ込めが困難な場合、知見の集積により明らかになる病

原体の特性等を踏まえたリスク評価に基づき、感染拡大のスピード

や潜伏期間等を考慮しつつ医療提供体制で対応できるレベルに感

染の波（拡大スピード・ピーク等）を抑制するべく、感染拡大防止

措置等を講じることを検討する。 

 

 （ウ）ワクチン・治療薬等により対応力が高まる時期 

ワクチン・治療薬の普及等により、当該感染症への対応力が高ま

ることを踏まえて、科学的知見に基づき対策を変更する（ただし、

病原体の変異により対策を強化させる必要が生じる可能性も考慮）。 

 

 （エ）特措法によらない一般的な感染症対策に移行する時期 

   最終的に、病原体の変異や、当該感染症への対応力が一定水準を

上回ることにより特措法によらない一般的な感染症対策（出口戦略）

に移行する。 

 

（シナリオにおいて考慮すべき要素等） 

⑤この④（ア）から（エ）までの感染症危機対応の大きな流れに基づ

き、それぞれの時期に必要となる対策のメニューを政府行動計画に

位置付けつつ、（イ）の「病原体の特性等に応じて対策する時期」に

おいては、病原性・感染性等の観点からリスク評価の大まかな分類

を行った上で、それぞれの分類の中で個別の対策項目の具体的な内

容を記載していくこと。 
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また、それぞれの分類に基づく対策を記載するに当たっては、複

数の波への対応・対策の長期化・強毒化・感染力強化の可能性を考

慮した対策が求められることについても付記すること。 

 

⑥感染・重症化しやすいグループが特に小児や若者・高齢者の場合に

必要な措置等について、社会や医療提供体制等に与える影響が異な

ることから、準備・介入のあり方も変化することに留意しつつ対策

を記載すること。 

 

（３）感染拡大防止と社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切り

替え 

 

 政府行動計画の改定の基本的な考え方の第三は、「感染拡大防止と社

会経済活動のバランスを踏まえた対策の切り替え」である。 

 

 次の内容を政府行動計画に適切に盛り込むことで、感染拡大防止と

社会経済活動のバランスを踏まえた対策の切り替えを円滑に行い、国

民の生命・健康の保護と国民生活・国民経済に及ぼす影響が最小となる

ようにしていくことが強く求められる。 

 

（可能な限り科学的根拠に基づいた対策の切り替え） 

①対策の切り替えに当たっては、可能な限り科学的な根拠に基づき 

対応することが必要。そのためには、病原体や疾病の性質の解明、

発生状況の把握とリスク評価が迅速に行われることが重要であり、

平時からこうしたデータの収集の仕組みや適時適切なリスク評価

の仕組みを構築しておくことが前提となること。 

 

（医療提供体制と国民生活・社会経済への影響を踏まえた感染拡大防

止措置） 

②有事には医療提供体制の速やかな拡充を図りつつ、医療計画に基づ

く医療提供体制で対応できるレベルに感染拡大のスピードやピー

クを抑制することが重要であり、リスク評価に基づき、このレベル

を超える可能性がある場合等においては、適時適切に感染拡大防止

措置等を講じる必要があること。その際、影響を受ける国民・事業

者を含め、国民生活や社会経済等に与える影響にも十分留意するこ

と。 
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（状況の変化に基づく柔軟かつ機動的な対策の切り替え） 

③科学的知見の集積による病原体の特性の把握、検査や医療提供体制

の整備、ワクチン・治療薬の普及等の状況の変化や社会経済等の状

況に合わせて、適切なタイミングで、柔軟かつ機動的に対策を切り

替えることを基本とすること。併せて、切り替えの判断の指標や考

慮要素について可能な範囲で具体的に事前に定めておくこと。 

 

（対策項目ごとの時期区分） 

④柔軟な対応が可能となるよう、現行の政府行動計画の時期区分（未

発生期、海外発生期、国内発生早期、国内感染期、小康期）のよう

に対策項目全般に共通する切り替え時期を設けるのではなく、リス

ク評価等に応じて、個別の対策項目ごとに具体的な対策内容を準備

することを基本としつつ、必要に応じて個々の対策の切り替えのタ

イミングの目安等を示すこと。 

 

（国民の理解・協力を得るための情報発信） 

⑤対策に当たっては、国民の理解・協力が最も重要であり、可能な限

り科学的根拠に基づいた情報発信により、適切な行動を促せるよう

にすることが重要であること。特に、緊急事態宣言など強い行動制

限を伴う対策を講じる場合には、対策の影響を受ける国民や事業者

の状況も踏まえ、対策の内容とその科学的根拠を分かりやすく発信、

説明することが重要であること。 

 

（４）対策項目の拡充 

 

 政府行動計画の改定の基本的な考え方の第四は、「対策項目の拡充」

である。 

 

（対策項目の 13項目への拡充） 

 新型コロナ対応において重要な役割を果たした水際対策、検査、保健

所体制、ワクチン、治療薬、物資などについては、現行の政府行動計画

においては独立した対策項目となっていなかったが、それぞれの対策

の切り替えのタイミングを示し、かつ関係機関や地方自治体等におい

ても分かりやすく、取り組みやすいようにすることが必要である。この

ため、これらの項目を新たに独立した対策項目とすべきである。これに
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より、以下の 13項目を対策項目として政府行動計画に位置付けること

とする。 

 

①実施体制 

②サーベイランス 

③情報収集・分析 

④情報提供・共有、リスクコミュニケーション 

⑤水際対策 

⑥まん延防止 

⑦ワクチン 

⑧医療 

⑨治療薬・治療法 

⑩検査 

⑪保健 

⑫物資 

⑬国民生活及び国民経済の安定の確保 

 

Ⅲ.新設の国立健康危機管理研究機構の果たす役割 

 

 次の感染症危機への備えをより万全にしていく中で、重要な役割を

担うのが、新設の機構である。 

 

 機構は、国立健康危機管理研究機構法（令和５年法律第 46号）に基

づき、統括庁や厚生労働省に質の高い科学的知見を提供する新たな専

門家組織として、国立感染症研究所と国立研究開発法人国立国際医療

研究センターを一体的に統合し、感染症等の情報分析・研究・危機対応、

人材育成、国際協力、医療提供等を一体的・包括的に行う組織である。 

 

 機構は科学的知見を統括庁及び厚生労働省に報告することが法律上

も規定されているが、改めて、感染症危機対策において機構に期待され

る役割を整理する。 

 

（地方衛生研究所等や諸外国とのネットワークを活用した情報収集に

基づくリスク評価） 

 感染症危機対策の基礎となるのは、当該感染症の病原性や感染性、そ

の特徴等を把握し、それに基づくリスク評価を行うことである。 
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 新興感染症等は未知の部分も多く、必ずしも十全なエビデンスが当

初から得られるとは限らず、一定の不確実性を伴うものである。対策を

進める中で徐々にその性質が明らかになってくるなど、暫定的な仮説

を検証しながら対策を講じていかざるを得ない、「作動中の科学」とし

ての側面を有していることに留意する必要がある。 

 

 その上で、対策の基礎となるリスク評価を的確に行うことが重要で

あり、そのためには、平時から情報収集、分析、評価を行うための体制

を構築し運用することが不可欠である。 

 

 こうした体制の構築のため、機構（機構発足前は国立感染症研究所）

を中心に、サーベイランスや情報収集の体制の強化、諸外国や医療機関、

大学等に加え、各地域の地方衛生研究所等の地方自治体との協働・連携

により、感染症情報のネットワークをさらに密なものとしていき、初発

事例の探知能力の向上やリスク評価能力の向上に努めることが期待さ

れる。 

 

（科学的知見の迅速な提供、対策の助言） 

 リスク評価を行う役割とともに、科学的知見の迅速な提供や科学的

根拠に基づいた対策の助言の場面でも、機構には、重要な役割が期待さ

れる。 

 

 特に初期段階においては、事例の集積を通じ、病原体の病原性や感染

経路等を分析し、リスク評価に基づき、感染症の拡大防止対策の内容の

検討、症例定義や効果的な検査のあり方等につなげることは重要な役

割である。対策を進めていく中で状況の変化も含めてリスク評価を継

続的に行い、対策の内容の切り替えにもつなげていくために、政府に対

し必要な助言を行うことも重要な役割である。 

 

 こうした役割として、いわゆる「First Few Hundred Studies（FF100）」

のように、感染症危機発生時の最初期に症例定義に合致した数百症例

程度から平時から実施しているサーベイランスでは得られない知見を

迅速に収集するための臨床・疫学調査を実施し、得られた知見を還元す

ることが期待され、このような調査等を行う体制の整備も重要である。 
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 また、患者の治療を率先して行い、その経験をもとに、「診療の手引

き」や「検査の手引き」等を作成し、これらの知見により、各地域にお

ける医療提供体制の構築などを支援することも重要な役割である。 

 

 また、国民の不安の軽減や理解の促進に資するよう、収集した情報や

病原体のリスク評価、治療法等、感染症への対処について、分かりやす

く情報発信や情報共有を行っていくことも期待される。 

 

（研究開発、臨床研究等のネットワークのハブの役割） 

 機構において、初動時点からの臨床研究、海外の研究機関等とのネッ

トワーク、国内の研究機関・製薬企業とのネットワークなども活用し、

ワクチンや診断薬・治療薬の速やかな研究開発支援を行うことが期待

されており、研究開発や臨床研究等に係るネットワークのハブの役割

を果たしていくことが必要となる。このため、機構のハブ機能が発揮さ

れるよう、必要な予算を機構に配分するスキームを構築すべきである。

また、例えば感染症危機管理に関わる分野で必要となる研究の方向性

に関して機構からの提案などができる仕組みを設けることも必要であ

る。なお、機構の設立を待たずに、新興・再興感染症データバンク

（REBIND）の拡充等を推進することも期待される。 

 

（人材育成） 

 感染症危機管理の対応能力を向上させるためには、専門的な人材育

成が重要であり、機構が行う人材育成の取組への期待は大きい。国立感

染症研究所が現在行っている「実地疫学専門家養成コース（FETP）」を

はじめ、地方自治体などで疫学調査や公衆衛生対応の基盤となる人材

を育成する機構の機能については、更なる充実強化が特に期待される。

このほか、例えば、検査の精度管理や感染症に係るリスクコミュニケー

ション等、機構の有する専門的知見を活かした危機への対応能力を向

上させるための将来の感染症危機管理のリーダーとなる人材等を育成

するための更なる貢献が望まれる。 

 

 また、感染症医療や臨床研究を推進できる専門人材の養成も、機構の

重要な役割として更なる充実強化が期待される。 

 

（国際連携） 

 機構は、WHO等の国際機関、米国 CDCなどの諸外国の公衆衛生機関等
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からの必要な情報の一元的な集約・管理やその評価を行う体制を強化

するとともに、諸外国の研究機関及び日本の研究機関の国外における

研究拠点との連携や国際的な感染情報ネットワークの構築により、初

発事例の探知能力の向上や研究開発体制の強化を行うことが期待され

る。 

 

Ⅳ.政府行動計画等の実効性確保 

 

（EBPMに基づく政策の推進） 

 政府行動計画等の実効性を確保して、感染症危機への対応をより万

全なものとするためには、感染拡大防止と社会経済活動のバランスを

踏まえた対策の切り替えに当たっての対応時はもとより、平時・有事を

通じて、政策効果の測定に重要な関連を持つ情報や統計等のデータを

活用する EBPM の考え方に基づいて政策を実施することが重要である。 

 

（次の感染症危機への備えの機運の維持） 

 政府行動計画は次の感染症危機への平時の備えをより万全なものに

するための手段であり、政府行動計画が改定された後も、継続して備え

の体制を維持・向上させていくことが不可欠である。 

 

 感染症危機は、いつ起こるか予想できないものであるが、一方で、い

つ起きてもおかしくないものである。このため、自然災害などへの備え

と同様に、日頃からの備えと意識を高めることを地道に行うことが大

切である。 

 

 政府においては、今回の新型コロナ対応での国民や地方自治体での

幅広い経験が、次の感染症危機への備えの充実につながるよう、平時か

らの感染症への備えを充実させておく必要があるとの機運（モメンタ

ム）を維持していく取組を引き続き実施することが必要である。 

 

（多様な主体の参画による実践的な訓練の実施） 

 「訓練でできないことは、実際もできない」というのは災害に限らず、

感染症危機対応にも当てはまることが、今回の新型コロナ対応の経験

で改めて認識された。 

 

 平時の備えについて、訓練の実施により不断の点検・改善につなげて
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いくことが極めて重要である。訓練の重要性については、政府行動計画

にもしっかりと明記するとともに、継続的に関係機関で取り組まれる

よう、政府としても強く働きかけるべきである。 

 

（定期的なフォローアップと必要な見直し） 

 訓練の実施等により得られた改善点や、医療法に基づく医療計画や

感染症法に基づく予防計画の定期的な見直し等による制度の充実、新

興感染症等について新たに得られた知見等、状況の変化に合わせて、政

府行動計画やガイドライン等の関連文書について、定期的なフォロー

アップを、多様なステークホルダーの意見も聴きながら、統括庁を中心

に行うとともに、併せて取組状況の見える化を行い、必要な見直しにつ

なげていくべきである。 

 

（都道府県行動計画及び市町村行動計画） 

 政府行動計画の改定を踏まえて、都道府県や市町村での次の感染症

危機への備えをより万全なものとするために、都道府県及び市町村に

おいても行動計画の見直しを行う必要がある。この際、今般の新型コロ

ナ対応を振り返りつつ、この「改定に向けた意見」及び年明け以降の推

進会議での対策の主要項目の具体的な議論の動向を引き続き注視する

など、改定に向けた準備を進めるべきである。 

 

（都道府県や市町村の実効性確保のための取組） 

 国と地方自治体等との連携を深める観点からも、都道府県や市町村

の行動計画をはじめとする取組について、統括庁を中心に日頃から支

援・関与する仕組みを設けることも検討すべきである。また、統括庁か

らも都道府県や市町村に対して、平時からの対策の充実に資する情報

の提供や好事例の横展開、必要な研修等に係る情報を提供する等、都道

府県や市町村の取組への支援の充実も検討すべきである。 

 

（指定（地方）公共機関業務計画） 

 指定（地方）公共機関においても、今般の新型コロナ対応を振り返り

つつ、次の感染症危機への備えをより万全なものにする観点から、確実

な業務継続のために必要な取組を検討するとともに、DX の推進やテレ

ワークの普及状況等の新たな動きの状況も踏まえながら業務計画の見

直しの検討を進めるべきである。 
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第４章 対策の主要項目の方向性（各論） 

（１）各対策項目の議論の進め方 

 

 政府行動計画の各論部分である各対策項目については、この「改定に

向けた意見」を踏まえて、対策の内容を年明け以降の推進会議において

引き続き議論し、具体化していくべきである。 

 

 各対策項目の検討に当たっては、本章（２）の「各対策項目の今後の

検討の方向性」に加え、第３章Ⅱの「政府行動計画の改定の基本的な考

え方」、本章（３）の「複数の対策項目に共通する横断的な視点」につ

いても十分に留意し、議論を深めることが重要である。 

 

（２）各対策項目の今後の検討の方向性 

 

 それぞれの対策項目は、それぞれ以下の方向で、年明け以降の推進会

議で議論を深めていく。 

 

①実施体制 

・平時から必要な感染症危機管理の体制を整えるため、国、地方自治

体、研究機関、医療機関、国際機関等の多様な主体が相互に連携し、

専門家の知見等を適切に政策立案に活用することができる体制を

構築し、ガバナンスや役割分担を整理していくことが必要である。 

・特に、統括庁と厚生労働省をはじめとする関係省庁、機構との間や、

対策の実施主体である地方自治体と国との間で緊密に連携し、取組

を推進することが求められる。 

・また、有事の際、速やかに感染症危機管理対応ができるよう、平時

から、「新型インフルエンザ等発生時における初動対処要領に基づ

き定める初動対処の具体の対応について」（令和５年 10 月 27 日内

閣感染症危機管理監決裁。以下「初動対処の具体の対応」という。）

を参考にした訓練や、教育・研修を通じて地域の感染症対応の一端

を担う専門人材も含めた人材育成や体制整備を進めることが重要

である。 

 

②サーベイランス ③情報収集・分析 

・国や地域ごとの感染症の発生状況や対応状況、国内の患者の発生動

向の推移、ウイルスの性状（薬剤耐性、病原性、感染性等）、臨床像
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や治療効果、国民の免疫保有状況等を含め、平時及び有事それぞれ

においてサーベイランスや他の手段を用いて得るべき情報を整理

し、国と地方自治体等が連携して、それらの情報を集約・分析する

仕組みを構築することが重要である。 

・このとき、持続可能かつ可能な限りリアルタイムのサーベイランス

及び情報収集を行うため、システムによる効率化などを含め DX を

推進することが必要である。 

・また、得られた情報に基づき、患者発生の早期探知による感染症の

地域におけるまん延の防止や、感染症のリスク評価による迅速対応、

および中・長期的な感染症対応等、戦略的に施策を講ずることがで

きるようにすることが重要である。 

 

④情報提供・共有、リスクコミュニケーション 

・感染症危機に速やかな対応を行うため、平時からリスクコミュニケ

ーションの体制やあり方等について準備・検討するとともに、統括

庁及び厚生労働省において、感染症に係る情報発信を行い、国民と

のコミュニケーションに努める必要がある。有事においては、国民

や事業者等の関係者が、可能な限り科学的根拠に基づいて判断・行

動し、差別・偏見等の防止につなげることができるよう、その時点

で把握できている科学的根拠に基づいた正確な情報を迅速に、かつ

分かりやすく提供・共有すること等が重要である。 

・ただし、有事においては、エビデンスが必ずしも十分ではない段階

であっても政策判断を行っていく必要があり、その際は特に、政府

は、エビデンスが十分ではないことも含め、国民の適切な理解に資

する丁寧な説明を旨とした発信を行うことが必要である。 

・また、可能な限り双方向のコミュニケーションを前提としたリスク

コミュニケーションを実施し、国民の理解・協力を得るとともに、

不安の解消等に努めることが重要である。 

 

⑤水際対策 

・感染症の侵入を遅らせ、結果として感染拡大のピークを遅らせるこ

とで、国内の医療体制の確保等の感染症危機への対策を行う時間を

確保することを基本として、感染症の特徴や海外における感染拡大

の状況等を踏まえつつ、迅速かつ柔軟な水際対策の実施・緩和をす

ることが重要である。 

・特に、感染症危機の発生直後において迅速に水際対策を行うため、
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「初動対処の具体の対応」に基づく対応を円滑に実施するべく平時

に可能な限りの準備等を行うことが求められる。 

 

⑥まん延防止 

・有事には医療提供体制の速やかな拡充を図りつつも、限りある医療

提供体制で対応できるレベルに感染拡大のスピードやピークを抑

制するため、適時適切な感染拡大防止措置を講じることが重要であ

る。このとき、感染対策が子どもや高齢者を含めた国民の生活やメ

ンタルヘルス、事業活動や雇用など社会経済に与える影響等も考慮

した対策とすることが必要であり、そのような対策の考え方をあら

かじめ検討・整理することが必要である。 

・また、リスク評価等に応じて、個々の対策を柔軟かつ機動的に切り

替えることが必要であり、その判断の指標や考慮すべき要素等につ

いて、あらかじめ検討・整理しておくことが重要である。 

 

⑦ワクチン 

・新型コロナ対応を踏まえた「ワクチン開発・生産体制強化戦略」（令

和３年６月１日閣議決定）に基づき、平時において準備や研究開発

の推進等を行うことが重要である。 

・また、有事において有効性及び安全性の確保されたワクチンを迅速

かつ広範に国民へ届けるため、ワクチンの研究開発、薬事承認、製

造、流通、接種体制の構築、接種及び副反応情報の収集及び救済等

各段階の取組を強化することが重要である。 

・加えて、国際的な研究開発協力に係る枠組みに参画する等、国際連

携を推進すること、ワクチンの有効性・安全性に関する科学的知見

に基づいた丁寧な情報提供・発信等を行うことも重要である。 

 

⑧医療 

・有事には患者数の大幅な増大が予想されるため、新型コロナ対応を

踏まえ改定された医療計画に基づき、平時から有事に備えた医療提

供体制を準備しておくことが必要である。 

・また、一部の医療機関、一部の地域の医療がひっ迫した際の調整や

対応、最大規模の体制を超える感染症等が発生した際の対応等を平

時から検討しておく必要がある。 

・加えて、感染症危機への対応能力を高め、ガバナンス等を確認する

ための医療機関等における訓練や連携強化を平時から推進するこ
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とが重要である。 

 

⑨治療薬・治療法 

・感染症に対する治療が全国的に実施できる医療提供体制を構築す

るため、「健康・医療戦略」（令和２年３月 27 日閣議決定）に即し

て策定された「医療分野研究開発推進計画」（令和２年３月 27 日 

健康・医療戦略推進本部決定）に基づき、有効性や安全性の確保さ

れた治療薬の研究開発を推進するとともに、研究開発から薬事承認、

製造、流通、投与に至る各段階の課題を解決するための支援・取組

について検討を進めることが重要である。 

・また、発生した感染症の「診療の手引き」を速やかに作成し、治療

法の確立・普及が進むよう、平時から研究体制等を整えることが必

要である。 

 

⑩検査 

・有事には、感染症危機の状況把握、水際対策や隔離措置等の実施等

に当たり、検査を迅速かつ十分に実施できる状態にすることが重要

であるため、国や都道府県等（都道府県、保健所設置市及び特別区）

は、予防計画等に基づきつつ、平時において研究開発、機器等を含

めた体制の維持、役割分担等の準備を行うなど、計画的な準備を行

う必要がある。 

・また、国は、検査機器や検査薬等の研究・開発から、承認・製造・

流通までを円滑に行うための支援や、検査方法の開発、検査に必要

な物資や人材の維持・確保、検査体制の全国的な普及に係る支援等

を行うことが必要である。 

 

⑪保健 

・予防計画及び保健所が定める健康危機対処計画に基づき、保健所に

おける人員の確保、研修・訓練を通じた人材育成、都道府県・市町

村・関係機関との連携、業務の一元化・外部委託の推進による業務

効率化等により、住民の生命及び健康を守るための保健所を中心と

する体制を整備することや、感染症危機における地域の保健・公衆

衛生対策を担う専門人材の確保・育成等を推進することが重要であ

る。 

 

⑫物資 
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・予防計画等に基づき、水際対策やまん延防止を適切に実施するため

の感染症対策物資等の不足が生じないよう、平時から計画的な物資

の備蓄、国内における物資の需給状況の把握、生産体制の整備等の

必要な準備及び対応を行うことが求められる。 

 

⑬国民生活及び国民経済の安定の確保 

・感染症危機においては、国民の生命・健康に被害が及ぶとともに、

緊急事態宣言など強い行動制限をはじめとする感染拡大防止策に

より国民の生活・経済に大きな影響が及ぶ可能性がある。感染症か

ら国民の生命・健康を守りつつ、社会経済活動を維持していくため

に、新型コロナウイルス感染症等、過去に経験した感染症危機にお

いて実施した各種の施策等を踏まえ、必要な支援・対策について検

討を行うことが必要である。 

・このとき、より大きな影響を受けがちである生活基盤が脆弱な方を

支える視点を持つことが重要である。 

 

（３）複数の対策項目に共通する横断的な視点 

 

 複数の対策の主要項目に共通する要素については、横断的な視点と

して位置付けて議論を進めることが重要である。 

 

 具体的には、 

Ⅰ.人材育成 

Ⅱ.国と地方自治体等との連携 

Ⅲ.DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進 

Ⅳ.研究開発への支援 

Ⅴ.国際的な連携 

を共通項目として、さらなる議論を進めていくことが必要である。 

 

（Ⅰ.人材育成） 

 感染症危機管理の対応能力を向上させるためには、平時から、中長期

的な視野に立って感染症危機管理に係る人材育成を継続的に行うこと

が不可欠である。 

 

 その際には、専門性の特に高い人材の育成を進めるとともに、多くの

人が感染症危機管理に携わる可能性があることも踏まえて、より幅広
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い人材を対象とした訓練や研修などを通じ人材育成を行い、感染症危

機対応を行う人材の裾野を広げる取組を行うとともに将来の感染症危

機において地域の対策のリーダーシップをとることができる人材を確

保することも重要である。 

 

 特に、感染症対策に関して専門的な知見を有し、情報収集や対応策の

検討を担い、さらには感染症研究や感染対策の現場において活躍でき

る人材を育成・確保することは極めて重要である。 

 

 こうした人材の育成については、国立感染症研究所が実施している

「実地疫学専門家養成コース（FETP）」などが重要な役割を果たしてい

る。新型コロナ対応を踏まえてコースの内容の充実などを図りながら、

地方自治体等からのより幅広い参加を募っていくことが期待される。 

 

 また、厚生労働省の「感染症危機管理専門家（IDES）養成プログラム」

など、感染症に関する臨床・疫学的知識、公衆衛生対応能力、国際調整

能力等、総合的な知識・能力を持った感染症危機管理の専門家を継続的

に育成することも重要である。 

 

 こうした人材の確保・育成を図る観点からも、感染症危機管理に知見

を有する専門人材の平時における配置のあり方などキャリアパスの支

援についても検討が必要である。 

 

 都道府県等においても、「実地疫学専門家養成コース（FETP）」などの

取組やこうしたコースの修了者なども活用しつつ、公衆衛生や疫学の

専門家などの養成を地域で進めるほか、地方自治体における感染症対

策の中核となる保健所等の人材の確保・育成を行うことが重要である。

このほか、感染症対応に係るリスクコミュニケーションに関する研修・

訓練の実施、地方衛生研究所の感染症対策への平時からの関与を強め

ることや、感染症危機発生時における全庁での対応体制の構築のため

の研修や訓練などの取組、日頃からの感染症対応部門と危機管理部門

との連携・連動などが求められる。 

 

 加えて、災害発生直後の急性期（おおむね 48時間以内）から活動が

開始できる機動性を持った専門的な研修・訓練を受けたチームとして

厚生労働省及び都道府県が整備する「災害派遣医療チーム（DMAT）」に
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ついても、医療法での位置付けが設けられたことも踏まえて、感染症ま

ん延時における医療提供体制の強化の一環として、人員の確保等に継

続的に取り組む必要がある。 

 

 また、併せて、感染症のまん延時等に地域の保健師等の専門職が保健

所等の業務を支援する仕組みである「IHEAT」について地域保健法（昭

和 22年法律第 101号）での位置付けがなされたことを踏まえて、支援

を行う IHEAT要員の確保・育成等にも継続的に取り組む必要がある。 

 

 今般の新型コロナ対応の経験を有する者の知見を、他の職員にも共

有する機会を設け、できる限り幅広い体制で将来の感染症危機に対応

できるように備えることも重要である。災害対応などにおける全庁体

制など、近接領域でのノウハウや知見の活用も行いながら、必要な研

修・訓練や人材育成を進めることにも取り組むべきである。 

 

 また、地域の医療機関などにおいても、地方自治体や関係団体などに

よる訓練や研修等により、感染症対応の能力を向上させ、幅広い対応体

制のための人材育成を進めることが期待される。 

 

（Ⅱ.国と地方自治体等との連携） 

 感染症危機の対応に当たっては、地方自治体等の役割は極めて重要

である。都道府県は感染症法や特措法等に基づく措置の実施主体とし

て中心的な役割を担い、感染拡大防止や医療をはじめとして多岐にわ

たる対策の実施を行う。また、市町村は住民に最も近い行政単位として

予防接種や住民の生活支援等の役割が期待されている。 

 

 感染症危機対応への備えをより万全なものとするためには、国と地

方自治体等の連携体制を平時から整えておくことが不可欠である。さ

らに、感染症対応では地方自治体の境界を越えた人の移動や感染の広

がり等があることから、有事の際は都道府県間の連携、都道府県と市町

村との連携、保健所間の連携も重要であり、こうした地方自治体間の広

域的な連携についても平時から準備を行うことが重要となる。 

 

 特に規模の小さい市町村では単独で対応が難しい人材育成等の平時

の備えについては、平時からの地方自治体間の広域的な連携による取

組等を行うことが期待される。 
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 また、感染症の発生の初期段階からの迅速な対応を可能にするため

には、感染症に関するデータや情報の円滑な共有・分析などが感染症危

機の際に円滑に可能となることが求められる。このため、平時から国と

都道府県等の連携体制やネットワークを構築することが重要である。 

 

 また、地方自治体等が有事の際に住民、事業者、関係機関等に対して

適切な情報提供を行うためには、国から地方自治体等に対してできる

限り分かりやすい形で情報提供・共有を行うことが欠かせない。感染症

危機での変化する状況の中で数多くの通知等が国から地方自治体等に

連日発出されるのは迅速な対応の観点からはやむをえない面があるこ

とは否定できないが、次の感染症危機に備えて、国から地方自治体等へ

の情報発信等について事務負担の軽減や分かりやすさの向上等の観点

から、例えば一覧性のあるダッシュボードの活用等の工夫を検討すべ

きである。 

 

 感染症対策に当たっては、平時から国と地方自治体等の意見交換を

進め、有事における感染症対策の立案及び実施にあたって、現場である

地方自治体等の意見を適切に反映させることが重要である。また、国と

地方自治体等が共同して訓練等などを行い、連携体制を不断に確認・改

善していくことが重要である。 

 

（Ⅲ.DX（デジタル・トランスフォーメーション）の推進） 

 今後さらなる人口減少や人手不足が予想される中で、DX の推進によ

り、感染症危機管理の対応能力を向上させていくことが不可欠である。 

 

 国と地方自治体、行政機関と医療機関との間の情報収集・共有・分析

の基盤を整備し、迅速かつ的確な感染症対策を実施する観点からも、医

療 DXの推進が重要である。 

 

 医療 DXの推進により、保健所や医療機関などの事務負担の軽減を図

ることは、感染症危機発生時の対応能力の向上にもつながり、着実な取

組を進めることが重要である。 
 

 医療 DXの取組状況も踏まえながら、臨床情報の研究開発への活用を

はじめ感染症対応へのさらなる活用のあり方などについて、引き続き
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検討を進めていくことが重要である。 

 

 感染症対策における DXの更なる推進のために、人材の育成やデータ

管理のあり方等必要となる環境整備としてどのような課題があるかを

引き続き検討する必要がある。 

 

（Ⅳ.研究開発への支援） 

 感染症危機の際、初期の段階から研究開発や臨床研究等を進めるこ

とで、有効性・安全性の確保されたワクチン・診断薬・治療薬等の早期

の開発につなげることは、感染症危機への対応能力を高める観点から

極めて重要である。 

 

 早期の段階での診断薬や検査キットの普及による検査体制の強化や、

治療薬・治療法の普及によるより多くの地域の医療機関での対応が可

能となる。感染拡大防止や医療提供体制の強化には、研究開発が治療薬

や診断薬の早期の実用化に当たり重要な役割を担っている。 

 

 また、ワクチンの普及による重症化予防等の効果も感染症対策上重

要であり、研究開発が早期のワクチンの実用化に当たり重要な役割を

担っている。 

 

 さらに、ワクチン・診断薬・治療薬等の普及により、検査体制や医療

提供体制の充実、免疫の獲得等が進むことで、国民の生命及び健康の保

護がより一層図られることとなる。その結果、こうした状況の変化に合

わせた適切なタイミングで、感染拡大防止と社会経済活動のバランス

を踏まえた対策の切り替えを行うことができる。 

 

 このように、感染症危機対応において、研究開発の推進は、対策全体

に大きな影響を与える重要なものである。一方で、有事での迅速な研究

開発には平時からの取組が不可欠である。平時においては、こうした感

染症危機対応医薬品については、需要が見込めない場合があり、そのよ

うな医薬品については市場の予見可能性が乏しく、企業が開発投資を

行い、上市するには大きなハードルがある。ワクチン・診断薬・治療薬

等の研究開発について平時からの促進と有事における迅速な対応が可

能となるよう、市場の予見可能性を高め、企業が開発に乗り出しやすく

するための方策を含め、政府を挙げてその支援に取り組むことが重要
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である。 

 

 「ワクチン開発・生産体制強化戦略」に基づき重点的な取組が進めら

れているワクチンだけでなく、診断薬や治療薬についても、感染症対策

に重要な役割を担っていることから、研究開発の一層の推進が図られ

るべきである。 

 

 こうした研究開発には、早期の段階で収集された疫学・臨床情報等が

活用されることも重要である。このためにも、臨床研究を行う医療機関、

大学などの研究機関、製薬企業など様々な関係者との連携を推進する

ことや、さらには海外の研究機関等との国際的な連携が重要であるこ

とに留意して取り組む必要がある。 

 

（Ⅴ.国際的な連携） 

 感染症危機（パンデミック）は、国境を越えてグローバルに広がるも

のであり、対応に当たっては国際的な連携が不可欠である。 

 

 感染症危機に備えるためには、平素から、WHOをはじめとする国際機

関との連携や諸外国の研究機関等との連携により、新興感染症等の発

生動向の把握に努めるとともに、初発事例の探知能力の向上を図るこ

とが重要である。 

 

 有事においては、特に発生初期段階に国際的な連携による情報収集

が重要な役割を担っている。機動的な水際対策を講じるためにも、発生

した感染症のリスク評価や諸外国の動向の把握等が重要となる。 

 

 治療薬・診断薬・ワクチンの研究開発についても、前述のように、諸

外国の研究機関等との国際的な連携が重要である。 

 

 感染症対応では、開発途上国の支援等の国際協力への貢献も我が国

として役割を果たすべき重要な観点であり、国際機関等による国際的

な取組にも参画していくことが求められる。 

 

 こうした国際的な連携を強化するためにも、感染症対策を含む国際

保健人材の養成・確保についても、中長期的な取組が期待される。 
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（４）初動の具体の対応への反映 

 

 政府行動計画の改定に向けた議論を踏まえ、必要に応じて「初動対処

の具体の対応」を修正することも重要である。 
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【参考】 政府行動計画における有事のシナリオの考え方（第５回推進
会議資料を一部修正） 
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「新型インフルエンザ等対策政府行動計画の
改定に向けた意見」のポイント（案）

令和５年○月○日
新型インフルエンザ等対策推進会議

○ 政府行動計画の改定は、実際の感染症危機対応で把握された課題を踏まえ、次の感染症危機
でより万全な対応を行うことを目指して対策の充実等を図るために行われるものである。

○ 本推進会議では、政府行動計画の改定の考え方等を整理するため、2023年９月から12月にか
けて、○回にわたって集中的に議論を行い、本「意見」をとりまとめた。

○ 政府においては、本「意見」も踏まえて、引き続き推進会議での議論も通じ、令和６年夏の
政府行動計画の改定に向けて必要な作業を進められることを期待する。

新型インフルエンザ等対策推進会議（第７回）
（令和５年12月８日）

資料２











 
 
新型インフルエンザ等対策推進会議 委員名簿 

                  

 ◎：議長  ○：議長代理 

（五十音順・敬称略） 

令和５年 11月 27日現在 

新型インフルエンザ等対策推進会議（第７回） 

（令和５年 12月８日） 
参考資料１ 

◎ 五十嵐 隆 国立成育医療研究センター理事長 

 稲継 裕昭 早稲田大学政治経済学術院教授 

 大曲 貴夫 
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国立国際医療研究センター病院副院長（感染・危機管理担当） 

 釜萢 敏 公益社団法人日本医師会常任理事 

 河岡 義裕 

国立国際医療研究センター国際ウイルス感染症研究センター長 

東京大学国際高等研究所新世代感染症センター機構長 

東京大学医科学研究所ウイルス感染部門特任教授 

 工藤 成生 
一般社団法人日本経済団体連合会危機管理・社会基盤強化委員会 

企画部会長 

 幸本 智彦 東京商工会議所議員 

 齋藤 智也 国立感染症研究所感染症危機管理研究センター長 

 滝澤 美帆 学習院大学経済学部経済学科教授 

 中山 ひとみ 霞ヶ関総合法律事務所弁護士 

 奈良 由美子 放送大学教養学部教授 

 平井 伸治 鳥取県知事 

 前葉 泰幸 津市長 

 村上 陽子 日本労働組合総連合会副事務局長 

○ 安村 誠司 福島県立医科大学理事兼副学長、医学部教授 



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【総論】

○ 多くの人に感染症危機に対してどのように備えているかを知ってもらうことは大事。そのためにも、多くの人に平時
でも有事の際にも読んでもらえるような行動計画を目指して書き方などは工夫すべき。

○ 動物由来感染症などパンデミックを引き起こすリスク要因に対する予防活動や早期検知のための活動についても、パ
ンデミックの予防という観点から行動計画において考慮すべき。

○ 感染経路に関してコロナ対応でのエビデンスや経験が様々蓄積されており、そうしたものも整理の上、活用していく
ことが大事ではないか。

○ 科学的根拠は極めて重要であるが、政策決定の一要因でしかない。知見やエビデンスが十分に得られていなくても、
これまでの経験から判断せざるを得ない場合がある。

○ エビデンスレベル等を明確にして、不確実性について理解・共感を得ながら、決定した政策だけでなく、その判断に
至ったプロセス、目的、手段を含めて政策決定者が責任をもって説明することが重要。

○ 多様なステークホルダーがいる中では、感染状況や経済面への影響等について正確に共通認識を持った上で対策を議
論する必要。

○ 行動計画を定期的に検証し、平時の備えの取組状況、DXや研究開発の進展に応じて見直すべき。その際、ステーク
ホルダーの意見を聴くことで、実効性が高まる。

○ ワクチンの上市までの期間など、研究開発等の進展により想定が変わることも考えられることから、どの程度将来の
取組まで視野に入れて政府行動計画を策定するかを整理すべき。

○ 政府行動計画が、都道府県行動計画、市町村行動計画、指定公共機関の業務計画に影響することを踏まえると、共通
の用語やオペレーションの考え方を形成しておく必要があるのではないか。オールハザードのリスクに共通して対応す
る部分として、他の災害で先行している議論を参考にしつつ、多くの人に理解されて実践される危機管理体制を構築す
る上で重要。 1

新型インフルエンザ等対策推進会議（第７回）
（令和５年12月８日）

参考資料２※赤字下線部は第６回でのご意見。



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【平時からの備えについて】

（体制整備）

○ 平時から物資確保や、疫学／臨床情報・患者検体収集の体制、医療資源の配分を考慮した医療体制構築が必要。

○ 行動計画の議論では、平時にどこまでの投資を行い、どの段階まで準備を進めるべきかの議論が重要。

○ 行動計画の見直しに当たっては、次の感染症危機にどう対応したいのか、あるべき姿を具体的に共有することが必要。
その上で、その実現のために何を今から準備する必要があるかを考えて、事前準備を計画することが重要。

○ 検査や医療など、有事の体制整備に時間のかかるものについては、平時から取り組む必要がある。

○ 特に初動期や感染拡大期に適切な救急対応ができるよう、保健所や消防機関との連携体制を整備すべき。

○ 患者が必要な医療を受けられるようにし、感染拡大期における医療機関の人員不足を回避できるよう、民間を含むす

べての医療機関による人材協力、応援のあり方を含めた体制整備について、平時からのあらかじめの検討が必要。

○ 感染症の専門家の確保・育成が必要。

（物資等）

○ 各国のロックダウンにより輸入が困難となる場合に備えて、国内の生産・備蓄体制を整備するための支援やインセン

ティブ、物資の備蓄量等について検討すべき。

○ 初動期に適切に対応するためには、PPEの確保・供給が必要。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【平時からの備えについて（続き）】

（リスクコミュニケーション）

○ 平時における準備がリスクコミュニケーションでも重要。人材育成や外部とのネットワーク形成等により有事におけ

る情報提供等が速やかにできる体制になっているか、平時から確認するとともに、平時から感染症についてのリスクコ

ミュニケーションを推進しておくべき。

○ 差別等の人権問題や風評被害を生まないよう、国があらかじめ感染情報の公表基準を作成しておく必要。

○ 感染対策への国民の協力が重要であり、危機のフェーズに応じて双方向性のあるコミュニケーションが必要。発信方

法や表現を工夫した計画的なコミュケーションを行うためにも、平時の感染症予防活動から実践することが重要。

○ 平時から自治体を含めた関係機関と連携を図った上で、政府の関係機関による一体的かつ一貫性のある情報の発信・

共有を行うことが国民からの信頼につながり有効である。

○ SNSの発展により発生・増幅したインフォデミックへの対応を含めたリスクコミュニケーションの人材育成、体制強
化等が必要。

○ 平時からメディアなどのステークホルダーを含め、国民全員が偏見・差別の防止にもつながる正しい知識の普及・獲

得、リテラシーの向上に努めることが必要であり、国はこれを支援する必要がある。

○ 感染者等への誹謗中傷を含めた偏見・差別といった人権問題は感染拡大につながることを認識し、差別が許されない

ことであることを発信し続けることが必要。

○ 次の感染症危機に備え、特に感染初期に発信すべき情報の内容や、偏見・差別を防止するための取組について、新型
コロナに対する自治体や首長等の取組の好事例も参考にして検討する必要。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【平時からの備えについて（続き）】

（初動対応）

○ 政府対策本部の設置前後にも突発的に大きな事象が生じ得るため、感染早期の段階における体制づくりも重要。

○ 国内発生や未知の感染症の場合も含め様々なパターンを想定した上で、１例目をどのように探知するのかを整理して

おく必要。

○ パンデミックに至る危機かどうかの見極めまでの段階は動きが取りにくい時期であるため、初動対処の発動は明確に

宣言して、その時期から政府として動き出せるように中長期的に準備しておく必要。

○ 海外発生を前提としたこれまでのシナリオだけでなく、国内発生の場合でも初動対応が機能するか確認すべき。

（訓練）

○ 訓練は大変重要。行政機関以外の関係者にも趣旨を理解して訓練に参加してもらうことや、感染症危機も地震などの

災害同様、常に起こり得るという認識を国民に持ってもらうことが重要。

○ 国内での発生も含め、過去の経験にとらわれず様々なケースを想定した上で、特定のシナリオを作成して平時から訓

練を行うべき。

○ 外来を担当する病院や診療所などの医療機関においても、感染症への対応能力を常に高める必要がある。このため、
そうした医療機関に対して訓練の機会を確保して定期的に実施することが重要であるとともに、自施設だけでなく複数

施設での連携訓練を実施することも必要なのではないか。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【有事のシナリオ想定について】

○ 新型インフル・新型コロナ以外の感染症が流行する可能性も考慮したシナリオを想定しつつ、ワクチン開発や抗

ウイルス薬の備蓄等も含めて、病原体の種類に特有の検討事項についても今後整理することが必要。加えて、自然

災害や複数の感染症が併発した場合等の想定も必要な視点なのではないか。

○ 感染経路や重症度、濃厚接触者の発生有無に応じたシナリオを作成する必要がある。

○ 計画通り進めることも重要だが、アジャイル型の要素を取り入れて臨機応変に対応できるようにすることも必要。

○ 過去の事例や新型インフルエンザなどの特定の事例だけを前提にした行動計画では新しいパンデミックのリスク

にうまく対応できない。個別の病原体に対応する部分だけでなく、呼吸器感染症などの病原体群に共通して対応す

る部分や、幅広くオールハザードのリスクに共通して対応する部分も考慮することにより、より幅広いリスクに対

応しやすい行動計画になるのではないか。

○ 行動計画は、予防や準備など事前準備の計画の部分と、発生後の対応のための計画の部分に大きく分けて構成を

考えることにより、それぞれに記載すべき内容をより明確にできるのではないか。

○ 新たな感染症が発生した場合、囲い込みや封じ込めで何とか抑え込むという基本的な考え方はしっかり持ってお

く必要。感染のピークを低く、遅くなるようにする取組は必要であり、初動期の対応は極めて重要。他方、偏見・

差別につながらないよう、早期収束を目指す目標設定であることに注意して発信すべき。

○ 感染拡大期に患者へ必要な医療を提供できるよう、平時において、一般診療への移行や入院調整の仕組みについ

て検討すべきではないか。

○ 病原性・感染性には相乗効果があることも踏まえ、病原性と感染性がいずれも中程度以上であれば、社会にもた

らす影響が大きいことを念頭に相当の措置を講ずる必要があるのではないか。 5



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【感染拡大防止と社会経済活動のバランスについて】

○ 特措法は生命と経済のバランスをとることを目的としているが、単に感染症にかからないということではなく、

身体・心理・社会的に健康であることも考えていく必要。

○ バランスを考慮し、行動制限の影響を受ける、子どもや学生などの若者も含めた国民や、学校・保育施設を含め

た事業者等の状況も踏まえつつ、経済データも含めた納得できるエビデンスを示した上で、対策を柔軟かつ機動的

に切り替えることが重要。その際、判断の指標や要素についてできる限り具体的に定めておく必要があるのではな

いか。

○ 新型コロナの感染拡大初期における強い対策については、迅速・機動的に講じられたものの、それら対策の緩

和・解除については、慎重すぎたのではないか。

○ 新型コロナ対応において行った経済対策や行動制限の影響について、適切な手法で評価し、議論を行う必要。

○ 次の感染症危機に向けて適切な対策を迅速に決定できる体制をつくることが重要。

○ 局面の変化に臨機応変に対応することが重要。社会経済活動継続のために対策の転換を決断する場面では、転換

の時期がより適切に行われることが重要であり、そのための準備や体制をしっかり考えておく必要がある。

○ 医療資源は有限であり、対応できる患者数には限りがあるので、地域の感染状況が医療提供体制の上限を超えな

いよう、非常時には、感染者数を制御する施策が重要であるとともに、一般医療とのバランスの取り方について方

針を示すことが必要になるのではないか。その際、国が医療現場の現状を把握して、どれだけ厳しい状況かを国民

へ正確に伝達する必要がある。

○ 統括庁は、効果的な感染対策を講じつつ、経済学等の社会科学の知見を集約し、国民・事業者に及ぶ社会経済活

動への影響を最小限に抑えるための調整の役割を果たすべき。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【感染拡大防止と社会経済活動のバランスについて】

○ 水際対策について、対策の強度の切替を迅速に行えるようにするべき。

○ 経済データが比較的遅行性の指標であることを踏まえ、代替データの手配や、感染症対策に伴う経済的コストに

関する研究結果を判断材料とすることも必要なのではないか。

【対策項目・内容について】

（水際対策）

○ 水際対策では入国者の管理を国と自治体で行う必要があり、自治体と協議・情報共有の上で実施するとともに、

健康フォローアップにはマンパワーが必要であるため、国が自治体を支援する仕組みを考えるべき。

（情報提供・共有、リスクコミュニケーション）

○ 対策にあたっては、国民やステークホルダーとの緊密な連携による双方向の信頼・理解・協力が最も重要であり、

納得された形で行動変容を促すためにも、国による政策ビジョンの提示等を含め、情報発信を大きな柱とすべき。

○ 科学的根拠に基づいた情報発信の一元化、リスクコミュニケーションの在り方について検討する必要。

○ 初動期は国民の不安が高まるため、相談窓口を速やかに立ち上げて早期からの広聴と対話を実施することが必要

であり、寄せられた国民の意見やニーズを関係機関にフィードバックする仕組みも重要。

○ 初動期には、何をしてよいか／してはいけないのかについて、様々な媒体でその時点での最新の情報を提供すべ

きであり、その際、受け止める側の立場に立って、国民が誤解なく理解できる発信の仕方にすべき。

○ 国民・事業者のミスリードを引き起こさないよう、科学的根拠に基づいた情報発信により、適切な行動を促せる
ようにすべき。 7



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について】

（情報提供・共有、リスクコミュニケーション（続き））

○ 感染症危機下において、新型コロナ以外の疾患で受診控え等があったとのデータがあるため、感染症以外の必要

な診療・受診を促すコミュニケーションも必要ではないか。

○ メディアには感染症に関してファクトチェックを行い、正しい知識の普及する役割があることを踏まえ、必要以上に
危機感を煽らず、同時に国民の知る権利を実現する役割を果たすことが求められる。

○ 新興感染症へのリスクコミュニケーションについては、基本的な知識の提供から始める必要がある。また、常に

不確実性があり、エビデンスレベルが様々であるという実態があるが、そのこと自体を明確に伝えることが必要で
ある。

○ 流行が長期化する場合には、国民に対策を維持してもらうためのリスクコミュニケーションも必要。

（医療）

○ 感染の初期から適切な危機管理対応ができるよう、早期のDMATの投入も含め、市中の医療機関や介護施設にお
ける感染症危機での指揮命令系統などの体制を平時から整備しておくことが必要。

○ 病院や診療所などの医療機関における、感染症に対応できるゾーニングや動線確保など、感染症対策強化に向け

て検討すべき。

○ 重症患者への対応について、地域の特定機能病院等で負担を分散できるような体制を整備するとともに、パンデ

ミック時の役割分担や医療従事者への負荷軽減策について明確化すべきではないか。

○ 入院治療が必要な重症者の病床を確保するため、比較的軽症な入院患者の転院を促進するだけでなく、感染動向
に応じた入院調整の在り方を検討すべきではないか。 8



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（医療（続き））

○ なるべく多くの地域の医療機関で外来の対応ができることが望ましいが、構造上対応できないような場合に、医

師が自治体の臨時の医療施設に出向いて診療に協力することなどは今後も必要。

○ 新興感染症への対応に当たっては一般医療との両立にも配慮が必要であり、病床確保等にあたっては現場との協
議を適切に行うべきであるとともに、非常時に備えて自宅・宿泊療養についてもあらかじめ制度設計しておくべき。

○ 初動期に救急医療や急性期医療への影響がなるべく小さくなるようにすべきであり、平時においてさらに段階的

に初動対応の病床を確保していく必要。

○ 高齢者施設での集団感染に備え、平時から施設と行政・医療機関との連携を強化することが重要。有事に高齢者
向け臨時施設を立ち上げることも有効。

○ 都道府県と医療機関の協定に基づく措置の実効性を確保するため、協定の履行状況のレビューの徹底が必要。

（サーベイランス）

○ 疑似症定点制度について、特に初動期に活用しやすくなるよう改善を図るべき。

○ 大規模なデータ解析が可能となるよう、所定の手続きを経ることで、基礎医学の研究者にも臨床情報が共有されるよ
うにすることが望ましい。

○ 効果的な対策を行い、より行動制限を少なくするためには、病原体や疾病の性質、感染動態の解明、そして発生状況
の把握とリスク評価が迅速に行われることが重要。そのためにも、平時からこうしたデータを収集する仕組みを構築し
ておくことが不可欠であり、行動計画でも明記すべき。

〇 地域により情報収集の方法や精度、感染動向の違い、タイムラグがあることを踏まえたサーベイランス体制が必要。9



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（サーベイランス（続き））

〇 平時から、感染の経路・様式・管理についての研究を行うべき。

（研究開発支援）

○ 迅速検査キットなどの診断薬や治療薬・治療法、ワクチンなどの開発を初動段階から迅速に行えるよう研究開発や
データ収集の体制づくりを平時から行うことが必要。

○ 様々な病気に対して適切なワクチンが安定して開発されることが重要であり、そのために優秀な人材や開発期間を確
保できるよう、ワクチンの研究開発事業の予算は継続的に措置すべき。

○ 治療薬・診断薬の研究開発についても、十分な予算を確保するとともに、世界トップレベル拠点を設立するなど、ワ

クチンと同様の体制を整備すべき。

○ 研究開発分野で何がボトルネックになっているかを最前線で活躍する方々の意見を伺いながら、研究開発の推進を計

画すべき。

○ 新しい感染症の発生、そのリスク評価から、ワクチンや治療薬等の研究開発、そして実用化されて実際に手元に届く
までの一連のプロセスについて、安全性の確保を前提としつつ、迅速に進むように取り組む必要。

○ 感染拡大期においても専門医療機関で治療と並行して研究が進められるような体制を強化すべき。加えて、臨床の現

場で研究に取り組む医師をより多く育成する必要。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（ワクチン）

○ プレパンデミックワクチンの備蓄については、技術進歩や新規モダリティの実用化等に合わせて都度見直すべき。

○ 感染拡大期に十分なスピードで混乱なく接種できるよう、接種の担い手確保、平時の接種とは別枠での接種の拡大等

に関する仕組みを構築すべき。その際、国は掌握しているワクチン供給量や配布時期に合わせて体制構築の依頼を行う
べき。

○ ワクチン接種者への施策を検討する際は、何らかの事情により接種できない／しない人の存在も考慮する必要。

○ 新型コロナでの対応を踏まえ、大規模接種のあり方について検討するとともに、国民が自分の接種情報にアクセスし
やすい環境を整備すべき。

○ ワクチン接種を効果的に推進するため、接種費用の財源措置を含めた体制整備が重要。

（検査）

○ 有事の時に検査が迅速にできるよう、機器の維持・管理や専門人材の維持、全国での役割分担のほか、ゲノム
サーベイランス等を含めた検査能力の維持やそのための予算確保など、平時の検査体制を整備すべき。

○ 初動の段階から無症状者も含めて医師の判断で幅広く検査でき、迅速な臨床診断に加えて感染拡大防止に資する
よう、産学官連携により早急に検査試薬や機器の開発・供給する体制の準備が必要。

○ 行政検査を行った検体を、大学などの研究機関や産業界が研究開発のために迅速に活用できるようにすべき。

○ 検査キットの承認後、速やかに実用化できるようにする必要。また、キットの質の向上も重要。

○ どう使われれば感染症対応に有用なのかという観点から検査の利活用を考える必要がある。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（治療薬・治療法）

○ 感染症向け医薬品生産ラインの移設・新設が迅速に進められるよう、承認手続の簡略化等について検討すべき。

○ 自宅療養者の増加に伴って薬剤の不足が生じないよう、生産・流通状況について監視が必要。

（保健）

○ 地域で活動する感染症の専門家の確保・育成が必要。

○ 自治体と保健所のBCP（業務継続計画）を連動させ、感染症危機に対し速やかに全庁体制に移行できるようにす
べき。自治体を超えた応援・受援体制の構築も有効。

○ 都道府県や地域単位でデータを分析・精査できることが望ましい。

○ 都道府県と保健所設置市の連携や市町村保健師等による応援の促進など、自治体の協力による保健所応援体制の
構築が必要。

○ 保健所が感染拡大期の核となる役割を十分に果たせるよう、保健所の適正な設置や人員体制の確保など、平時か

らの機能強化について検討するとともに、研修や訓練を定期的に実施することが必要。

○ 都道府県と市町村が協力しながら効果的に住民に必要な情報を提供するため、感染症法第16条第２項及び第３項

に規定する「必要があると認めるとき」の具体的内容についてあらかじめ明らかにすべき。

○ 感染症まん延時における自宅療養について、あらかじめ支援の内容や進め方を明らかにすべき。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（国民生活及び国民経済の安定の確保）

○ 資金力が十分でない中小企業や困窮する者も考慮して、社会経済活動を止めざるを得ない場合の各種支援策が迅速に
行われるよう、平時から体制整備しておくべき。また、有事に支援策等を実施するに当たっては、業種や企業間におけ
る公平性にも配慮する必要がある。

○ パンデミックの社会全体への影響をできるだけ緩和して対策を効果的に行うためには、より大きな影響を受けがちで
ある生活基盤が脆弱な方を支える視点を持つ必要。

○ 業種別ガイドラインは、大きな役割を果たした。次の感染症危機に備えて、ガイドラインの基盤となる対策は科学的
に検証し、ガイドラインの責任主体や改定タイミングの明確化を含めて、有効な対策を政府として検討すべき。

○ 事業者支援の制度について、申請要件が複雑で申請から交付までに時間を要した。今後に向けて、デジタル化による
手続きの簡素化や地方自治体による好事例の展開などの体制整備を期待。

○ 非常時に不利益を被ることが多い非正規労働者やフリーランスなどへのセーフティネットの拡充等の弱い立場にある
労働者の保護や、国民生活を守るエッセンシャルワーカーに対する感染対策が必要。

○ 感染症対策の長期化による影響も想定し、雇用、経済、社会的孤立への対策といった視点も必要なのではないか。

○ 保育所や高齢者施設など感染に弱い施設に対しては、偏見・差別により持続的なサービス提供に支障が生じることな

ないよう適切な支援を行うべき。

○ 物資等の安定供給に向けては、感染不安がある者や買いだめを行う者等も想定し、対策を検討する必要。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（予防・まん延防止）

○ 次の感染症危機の際に私権制限の発動を検討する際には、コロナ対応で行った様々な対策の効果も踏まえつつ、エビ
デンスベースで議論した上での決定が必要ではないか。

○ 住民への説明が必要なことも踏まえ、学校や高齢者施設等を含め年代別のまん延防止対策という視点にも留意して検

討するべき。

（人材確保・育成）

○ 疫学情報の解析が対策を立てる上で重要であるため、国立感染症研究所や地方衛生研究所と連携して、中長期的な基
盤整備として疫学の研究者や公衆衛生の専門家の養成にしっかりと取り組むことが必要。

○ 有事の際、速やかに感染症危機管理対応ができるよう、広域的な人材派遣の仕組みの整備や、官民問わず各分野の医

療従事者に対して充実した教育・研修を実施すべき。

○ 政策に活用できるようなデータ分析ができる人材を計画的に育成していく必要。

○ 感染症まん延時に重要となる介護・看護人材のほか、物流を担う運輸人材の不足解消に向けた議論が必要ではないか。

（ＤＸの推進）

○ 迅速な科学的知見の提供や研究開発にあたっては、シンプルなプロトコルのもと、医療ＤＸの推進や生死を含めた行
政データを統合できる体制が必要。

○ 国と自治体や、行政と民間が連携して危機管理できるよう、デジタル化を一層推進するべき。その際、それぞれが双

方向に情報をやりとりし、活用するという観点も重要。 14



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（ＤＸの推進（続き））

○ 誰がデータの入力・管理に責任を持ち、どの範囲まで情報を活用・共有できるのか等のデータガバナンス確立が重要。

○ データの発生時から即時性をもって関係者間で利活用でき、かつ入力の負担が少ないシステムを構築する必要。

○ 医療ＤＸの推進が重要。マイナンバーと医療情報の連携促進やオンライン診療の普及にも期待するとともに、国民の

ITリテラシーの向上やIT弱者への支援も必要。

○ テレワーク等のデジタル活用の支援が必要。

○ 構築したシステムへの課題について医療機関や自治体からのフィードバックを受けながら運用することが重要。

○ ワクチンの接種券については、基本的に紙を不要とする方向でシステム開発を進めてほしい。

○ サーベイランスがリスク評価を行って集団を対象とする公衆衛生対策に反映するための情報取集であることを認識し

た上で、ＤＸを推進する必要。

（国・地方自治体等の連携）

○ 国と自治体、都道府県と市町村等の自治体間、保健所間等における連携・連絡調整において、双方向のコミュニケー
ションをより綿密かつ円滑に行う必要。また、国の意思決定に地域の状況を適切に反映できる仕組みを導入すべき。

○ 様々な現場（医療、保健所、地衛研、経済界、関係団体）がネットワークとして適切に機能するようにできるように
すべき。また、小規模自治体にも配慮する必要がある。

○ 国立感染症研究所と地方衛生研究所の間で検体や情報をタイムリーに共有することや、国は地方の情報や戦略を収集
して対策に反映することなど、国と自治体が対等な関係で危機管理できるようにすべき。ただし、必要に応じて、自治
体に対する緊急時の直接的な強い指示を行うことも重要。 15



新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（国・地方自治体等の連携（続き））

○ 危機管理の好事例の全国展開や国におけるモデル化等を通じ、地方の実情に応じた対策に役立てられるようにすべき。

○ 感染症危機において医療機関が適切に対応できるよう、臨床情報を共有するネットワークを構築することが有効。
その上で、緊急時には、自治体に蓄積した個人情報を研究機関等へ特例的に提供できるようにすることも検討すべ
きではないか。

○ 平時から行政と業界団体等との連携を図ることが重要。また、有事においては、より適切な感染症対策を浸透させる
ため、感染ルートや個々の感染対策の実情、必要な物品等について業界団体と共有することや、支援等について業界団
体とコミュニケーションを取りながら適切な仕組みとなるようにすることが必要。

○ 有事の際、国は全国一律で実施すべき事項や最低限守るべき基準等、明確な感染症対策の方針を示し、具体の対応に
ついては地域の実情をよく知る地方自治体に任せるべき。

○ 対策の実施にあたり、管内の市町村や各業界からも意見を聴く体制をつくり、対策への理解を得ることで一丸となっ
て取り組むことができた。こうした地域が連携した推進体制は有効。

○ 住民支援は基礎自治体である市町村が役割を果たすことが重要ではないか。生活支援を行うためには、保健所等との
情報共有など、連携が大事。

○ 現場の方が一覧性をもって情報を確認できるような仕組みを構築する必要がある。

（国際連携）

○ 平時から海外の研究機関との連携を強化して、感染症発生の早期探知が可能となる情報収集や検体共有のメカニズム

を構築することが重要。
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新型インフルエンザ等対策推進会議（第１回～第６回）での主なご意見について

【対策項目・内容について（続き）】

（国際連携（続き））

○ 日本としてどういう役割を果たしてグローバルに貢献していくかという姿勢を見せる必要。

○ 関係機関（国立健康危機管理研究機構等）と連携し、国際拠点の形成等を通じた国際協力も必要。

○ 研究面だけでなく、水際対策等の感染症対策においても国際的な連携の下で行うことも検討すべきではないか。
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